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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

３．第88期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理している。 

４．第89期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり純損

失であり、潜在株式が存在しないため記載していない。また、第88期第１四半期連結累計期間及び第88期の

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はない。 

また、主要な関係会社に異動はない。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第88期

第１四半期 
連結累計期間

第89期
第１四半期 
連結累計期間

第88期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日

自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (百万円) 115,297 85,631 505,997 

経常利益 (百万円) 5,595 727 17,686 

四半期(当期)純利益又は四半
期純損失（△） 

(百万円) 1,622 △647 7,192 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,620 △647 7,192 

純資産額 (百万円) 145,037 148,552 149,903 

総資産額 (百万円) 258,256 243,463 246,903 

１株当たり四半期(当期)純利
益金額又は１株当たり四半期
純損失金額（△） 

(円) 10.38 △4.14 46.00 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.16 61.02 60.71 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。 

  

該当事項なし。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものである。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円高の長期化や、３月11日に発生した東日本大震

災及び原子力発電所事故の影響等により、企業の生産活動の低下、雇用環境の悪化、個人消費の低迷な

ど、先行き不透明な状況で推移した。 

このような経済情勢の下、当社が日産自動車株式会社から受注している自動車は、昨年4月に生産を

開始した輸出向け「インフィニティＱＸ５６」や同７月に生産を開始した「エルグランド」の増加があ

る一方、同９月で生産を終了した「セレナ」や「ピックアップ」の減少などにより、売上台数は前年同

期と比べ35.8％減少の38,365台、売上高も25.7％減少の856億円となった。営業利益は売上高の減少な

どにより85.3％減少の8億円、経常利益も87.0％減少の7億円となった。また、四半期純損益は、東日本

大震災による災害損失13億円の特別損失計上、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額17億円の特別

損失減少などにより、前年同期と比べ22億円減少し、6億円の四半期純損失となった。 

自動車関連セグメントの売上高がすべての事業セグメント合計に占める割合は90％以上になってお

り、その他のセグメントが業績に与える影響は軽微である。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。 

  

(3) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は26億円である。 

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項なし。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年８月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 157,239,691 157,239,691 
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数 1,000株

計 157,239,691 157,239,691 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 

― 157,239 ― 7,904 ― 8,317 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができないので、直前の基準日である平成23年３月31日の株主名簿により記載している。 

① 【発行済株式】 

平成23年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成23年３月31日現在 

 
(注) 当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は901,985株である。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

― ―
普通株式 901,000 

完全議決権株式(その他) 普通株式 156,058,000 156,058 ―

単元未満株式 普通株式 280,691 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 157,239,691 ― ― 

総株主の議決権 ― 156,058 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式) 
日産車体㈱ 

神奈川県平塚市天沼
10番１号 901,000 ― 901,000 0.57 

計 ― 901,000 ― 901,000 0.57 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成している。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けている。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,465 1,373

受取手形及び売掛金 48,466 52,450

仕掛品 3,826 7,138

原材料及び貯蔵品 4,392 2,380

預け金 53,441 50,310

その他 6,816 6,653

貸倒引当金 △17 △16

流動資産合計 118,390 120,289

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,546 18,256

機械装置及び運搬具（純額） 34,066 32,848

工具、器具及び備品（純額） 47,297 43,556

土地 18,394 18,394

建設仮勘定 1,227 1,228

有形固定資産合計 119,532 114,284

無形固定資産 1,727 1,633

投資その他の資産 7,252 7,256

固定資産合計 128,513 123,174

資産合計 246,903 243,463
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 41,778 46,079

未払法人税等 128 84

製品保証引当金 418 363

災害損失引当金 159 11

その他 38,325 34,824

流動負債合計 80,811 81,362

固定負債   

製品保証引当金 635 533

退職給付引当金 6,832 6,798

その他 8,721 6,217

固定負債合計 16,189 13,549

負債合計 97,000 94,911

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,904 7,904

資本剰余金 8,517 8,517

利益剰余金 133,962 132,611

自己株式 △482 △482

株主資本合計 149,903 148,552

純資産合計 149,903 148,552

負債純資産合計 246,903 243,463
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 115,297 85,631

売上原価 107,784 83,341

売上総利益 7,512 2,290

販売費及び一般管理費 1,802 1,448

営業利益 5,709 842

営業外収益   

受取利息 44 45

固定資産賃貸料 57 51

その他 25 39

営業外収益合計 128 136

営業外費用   

支払利息 22 21

退職給付会計基準変更時差異の処理額 187 187

その他 32 42

営業外費用合計 241 250

経常利益 5,595 727

特別利益   

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 3 －

特別利益合計 4 0

特別損失   

固定資産除却損 4 0

減損損失 － 168

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,799 －

災害による損失 － ※１  1,306

その他 150 0

特別損失合計 1,955 1,476

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

3,645 △748

法人税等 2,023 △100

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

1,622 △647

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,622 △647
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

1,622 △647

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1 －

その他の包括利益合計 △1 －

四半期包括利益 1,620 △647

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,620 △647

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

該当事項なし。 

  

【会計方針の変更等】 

該当事項なし。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  １  保証債務 

   従業員の銀行からの借入金(住宅資金)に対し、債務保証を行っている。 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 ※１  災害による損失の内訳は次のとおりである。 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期

間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結累計期間に係

る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。 

 
当第１四半期連結累計期間 

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

税金費用の計算 

 
 税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用している。 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成23年６月30日)

従業員 5,454百万円 5,353百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

操業休止期間中の固定費 
その他 

－百万円
－百万円 

1,271百万円
34百万円 

計 －百万円 1,306百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 5,071百万円 6,261百万円
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(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

 配当金支払額 

 
  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

 配当金支払額 

 
  

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 703百万円 4.50円 平成22年３月31日平成22年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成23年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 703百万円 4.50円 平成23年３月31日平成23年６月29日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備メンテナンス業、情報処理事

業、人材派遣業を含んでいる。 

２ セグメント利益の調整額18百万円は、セグメント間の内部売上高1,720百万円及び内部営業費用1,739百万円

の消去である。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項なし。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備メンテナンス業、情報処理事

業、人材派遣業を含んでいる。 

２ セグメント利益の調整額12百万円は、セグメント間の内部売上高1,774百万円及び内部営業費用1,787百万円

の消去である。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項なし。 

  

  (単位：百万円)

 
報告セグメント その他

（注１）
合計

調整額 
（注２） 

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）自動車関連

売上高   

  外部顧客への売上高 113,997 1,299 115,297 ― 115,297 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

― 1,720 1,720 △1,720 ―

計 113,997 3,020 117,017 △1,720 115,297 

セグメント利益 5,499 191 5,690 18 5,709 

  (単位：百万円)

 
報告セグメント その他

（注１）
合計

調整額 
（注２） 

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）自動車関連

売上高   

  外部顧客への売上高 84,278 1,353 85,631 ― 85,631 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 3 1,770 1,774 △1,774 ―

計 84,282 3,124 87,406 △1,774 85,631 

セグメント利益 674 154 829 12 842 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。 

 
(注)  当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり純損失であ

り、潜在株式が存在しないため記載していない。また、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

該当事項なし。 

  

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純
損失金額（△） 

10円38銭 △4円14銭

(算定上の基礎) 

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(百万
円) 1,622 △647

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失金
額（△）(百万円) 1,622 △647

普通株式の期中平均株式数(株) 156,341 156,337 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 
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平成23年８月７日

日産車体株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
日産車体株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年４
月１日から平成２３年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産車体株式会社及び連結子会社の平成２
３年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    太    田    建    司    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    定  留  尚  之   印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    中  村  昌  之    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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